
貸借対照表

　　　　　　　　　　　（令和6年12月31日現在）　　　　　（単位：千円）

資産の部 負債の部

科目 金額 科目 金額

流動資産 8,415,150 流動負債 2,723,110

固定資産 固定負債 12,264,567

　有形固定資産 15,046,877

　無形固定資産 38,120 負債合計 14,987,677

　投資その他の資産 1,387,229 純資産の部

繰延資産 1,735 資本金 99,800

資本剰余金 0

利益剰余金

　利益準備金 24,950

　別途積立金 9,600,000

　繰越利益剰余金 430,714

自己株式 -254,030

純資産合計 9,901,434

資産合計 24,889,111 負債・純資産合計 24,889,111

損益計算書

　　　　　　　　　　　　至 令和6年12月31日　　　　　（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

営業損益 法人税、住民税及び事業税 93,335

　売上高 20,636,279 当期純利益 243,893

　売上原価 14,128,385

　売上総利益 6,507,894

　販売費及び一般管理費 6,340,372

　営業利益 167,522

営業外損益

　営業外収益 395,217

　営業外費用 86,702

　経常利益 476,037

特別損益

　特別利益 84,932

　特別損失 223,741

　税引前当期純利益 337,228

第67期決算状況

自 令和6年 1月 1日



株主資本等変動計算書（自令和6年1月1日　至令和6年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

Ⅰ　株主資本

１　資本金 前期末残高 99,800

当期変動高

当期末残高 99,800

２　資本剰余金 前期末残高

当期変動高

当期末残高

３　利益剰余金

　（１）利益準備金 前期末残高 24,950

当期変動高 0

当期末残高 24,950

　（２）その他利益剰余金

　　　　別途積立金 前期末残高 9,600,000

当期変動高

当期末残高 9,600,000

　　　　繰越利益剰余金

前期末残高 -62,833

当期変動高 493,546

当期末残高 430,713

　　　　その他利益剰余金合計

前期末残高 9,537,167

当期変動高 493,546

当期末残高 10,030,713

　　　　利益剰余金合計

前期末残高 9,562,117

当期変動高 493,546

当期末残高 10,055,663

４　自己株式

前期末残高 -4,377

当期変動高 -249,653

当期末残高 -254,030

株主資本合計 前期末残高 9,657,540

当期変動高 243,894

当期末残高 9,901,434

Ⅱ　評価・換算差額等 前期末残高

当期変動高

当期末残高

Ⅲ　新株予約権 前期末残高
当期変動高
当期末残高

純資産合計 前期末残高 9,657,540
当期変動高 243,894
当期末残高 9,901,434



この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

資産の評価基準及び評価方法

　　　　商品…移動平均法による原価法

有形固定資産の減価償却累計額 14,944,277,214円

発行済株式の種類及び総数に関する事項

100,358 株 

100,358 株 

99,242 株 

99,242 株 

199,600 株 

199,600 株 

　　　　　　当期減少株式数（発行済株式）

　　　　　　当期末株式数（発行済株式）

　　　　　　摘要（発行済株式）

　　　　　　当期末株式数（発行済優先株式)

　　　　　　摘要（発行済優先株式）

　　　　　合計（発行済株式）

　　　　　　前期末株式数（発行済株式）

　　　　　　当期増加株式数（発行済株式）

　　　　　　摘要（発行済普通株式）

　　　　　優先株式（発行済株式）

　　　　　　前期末株式数（発行済優先株式）

　　　　　　当期増加株式数（発行済優先株式）

　　　　　　当期減少株式数（発行済優先株式)

　　　　　普通株式（発行済株式）

　　　　　　前期末株式数（発行済普通株式）

　　　　　　当期増加株式数（発行済普通株式）

　　　　　　当期減少株式数（発行済普通株式)

　　　　　　当期末株式数（発行済普通株式）

　　　　　税抜方式に変更している。

２．貸借対照表に関する注記

３.損益計算書に関する注記

４.株主資本等変動計算書に関する注記

　　　　発行済株式

　　　　貸倒引当金

　　　　　債権の貸倒損失に備えるために、過去の貸倒実績率による繰入率によるほか、

　　　　　債権の内容を検討して計上している。

　　　会計処理の原則又は手続の変更

　　　　　消費税の会計処理つきましては従来税込方式によっておりましたが、当事業年度より

　　　　有形固定資産…定率法

　　　　　但し、平成10年4月1日以後に取得した建物(建物附属設備は除く)及び平成28年4月1日

　　　　以後取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法により計上している。

　　　　無形固定資産…定額法

　　　引当金の計上基準

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　有価証券…移動平均法による原価法

　　　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　固定資産の減価償却の方法

個  別  注  記  表

自　令和6年　1月1日

平林金属株式会社 至　令和6年12月31日



自己株式の種類及び株式数に関する事項

8,753 株 

8,753 株 

　 　　　　配当金の総額 0円

　　　　配当原資 利益剰余金

　　　　１株当たり配当金 0円

　　　　配当基準日

　　　　効力発生日

　　　令和7年2月26日開催予定の第67期事業年度の定時株主総会で決議予定

　　　　配当金の総額 0円

　　　　配当原資 利益剰余金

　　　　１株当たり配当金 0円

　　　　配当基準日

　　　　効力発生日
４．１株当たり情報に関する注記

１株当たりの純資産額 51,881 円 52銭
１株当たりの当期純利益金額又は当期純損失金額 1,277 円 95銭

令和 7年 2月27日

　　　配当に関する事項

　　　　　　令和06年02月26日の定時株主総会

令和 5年12月31日

令和 6年02月27日

令和 6年12月31日

　　　　　　前期末株式数（自己株式）

　　　　　　当期増加株式数（自己株式）

　　　　　　当期減少株式数（自己株式）

　　　　　　当期末株式数（自己株式）

　　　　　　摘要（自己株式）

　　　　自己株式（種類及び株式数）

　　　　　普通株式（自己株式）


